
議案第５号 

 

 

福岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部改正に

ついて 

 

 

上記の議案を提出する。 

 

平成３０年２月１３日提出 

 

福岡県後期高齢者医療広域連合 

広域連合長  井 上 澄 和 

 

理由 

平成３０年度及び平成３１年度の保険料率を定めるとともに、高齢者の医療の確保に関

する法律施行令（平成１９年政令第３１８号）の一部改正等により、低所得世帯の被保険

者に係る保険料の減額基準等ついて、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案

を提出する理由である。 



福岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の

一部を改正する条例  

 福岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例（平成１９年

条例第２６号）の一部を次のように改正する。  

第９条中「平成２８年度及び平成２９年度」を「平成３０年度及び平成３

１年度」に、「１００分の１１．１７」を「１００分の１０．８３」に改め

る。 

第１０条中「平成２８年度及び平成２９年度」を「平成３０年度及び平成

３１年度」に改める。 

 第１１条中「５７万円」を「６２万円」に改める。  

第１３条第１号イ中「第９３条」を「第９３条第１項及び第２項」に、「及

び第９８条」を「並びに第９８条」に改める。  

第１５条第１項第３号中「２７万円」を「２７万５千円」に改め、同項第

４号中「４９万円」を「５０万円」に改める。  

第１６条第１項中「第３号まで」の次に「及び第２項」を加え、「対して

課する被保険者均等割額は」を「ついて」に改め、「限り」の次に「、当該

被扶養者であった被保険者に対して賦課する被保険者均等割額は」を加える。 

第２１条中「被保険者に対して課した」を「当該市町村に住所を有する被

保険者及び法第５５条又は第５５条の２の規定の適用を受ける被保険者に

対して賦課した」に改め、「当該被保険者が住所を有する」を削る。 

第２２条第１項中「第５５条」の次に「又は第５５条の２」を加える。 

附則第２条中「に係る第１５条の規定の適用」を削り、「同条第２項第１

号中」を「第１５条第１項第１号中」に、「同条第３項」を「「同条第２項」

とあるのは「地方税法第３１４条の２第２項」と、同条第２項」に改める。 

附則第３条から第３０条までを削る。 

 附則第３１条の見出し中「特定期間における」を削り、同条中「附則第３

２条から第３４条まで」を「附則第４条から第６条まで」に改め、同条を附

則第３条とする。 

 附則第３２条を附則第４条とし、附則第３３条を附則第５条とする。 

 附則第３４条中「第３号まで」の次に「及び第２項」を加え、「対して課

する被保険者均等割額は、法」を「ついて、法」に改め、「限り」の次に「、

当該被扶養者であった被保険者」を加え、「に対して課する被保険者均等割

額は」と」を「」と」に改め、同条を附則第６条とする。 

附則に次の３条を加える。  

（平成３０年度及び平成３１年度における保険料の賦課総額の算定の特

例） 



第７条  平成３０年度及び平成３１年度における保険料の賦課総額の算定

について第１３条の規定を適用する場合においては、同条中「第１５条又

は第１６条に規定する基準に従い」とあるのは「平成３０年度においては

第１５条若しくは第１６条又は附則第８条若しくは第９条に規定する基

準に従い、平成３１年度においては第１５条若しくは第１６条又は附則第

８条に規定する基準に従い、」とし、「減額するものとした場合にあって

は、」とあるのは「減額するものとした場合にあっては、それぞれ」とす

る。 

（平成３０年度以降の各年度における所得の少ない者に係る保険料の賦

課額の特例） 

第８条  平成３０年度以降の各年度における所得の少ない者に係る保険料

の減額について第１５条第１項第１号の規定を適用する場合においては、

当分の間、同号中「１０分の７」とあるのは「２０分の１７」とする。  

２  前項の規定は、平成３０年度以降の各年度における所得の少ない者に係

る保険料の減額について第１５条第１項第２号の規定を適用する場合に

おいては、適用しない。  

（平成３０年度における被扶養者であった被保険者に係る保険料の賦課

の特例） 

第９条  平成３０年度における被扶養者であった被保険者に係る保険料の

減額について第１６条の規定を適用する場合においては、同条第１項中

「限る。）について、法第５２条各号のいずれかに該当するに至った日の

属する月以後２年を経過する月までの間に限り、当該被扶養者であった被

保険者」とあるのは、「限る。）」とする。  

附  則 

（施行期日） 

１  この条例は、平成３０年４月１日から施行する。  

（経過措置） 

２  この条例による改正後の福岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医

療に関する条例の規定は、平成３０年度以後の年度分の保険料について適

用し、平成２９年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例によ

る。 
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福岡県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例・新旧対照表 

新 旧 

第１条～第８条 （略） 第１条～第８条 （略） 

（所得割率） （所得割率） 

第９条 平成３０年度及び平成３１年度の所得

割率は、１００分の１０．８３とする。 

第９条 平成２８年度及び平成２９年度の所得

割率は、１００分の１１．１７とする。 

（被保険者均等割額） （被保険者均等割額） 

第１０条 平成３０年度及び平成３１年度の被

保険者均等割額は、５６，０８５円とする。 

第１０条 平成２８年度及び平成２９年度の被

保険者均等割額は、５６，０８５円とする。 

（保険料の賦課限度額） （保険料の賦課限度額） 

第１１条 第５条の賦課額は、６２万円を超える

ことができない。 

第１１条 第５条の賦課額は、５７万円を超える

ことができない。 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 

（保険料の賦課総額） （保険料の賦課総額） 

第１３条 （略） 第１３条 （略） 

(1) （略） (1) （略） 

ア （略） ア （略） 

イ 法第９３条第１項及び第２項、第９６

条並びに第９８条の規定による負担金、

法第９５条の規定による調整交付金、法

第１００条の規定による後期高齢者交付

金、法第１１７条第１項の規定による交

付金、法第１０２条及び第１０３条の規

定による補助金その他後期高齢者医療に

要する費用（後期高齢者医療の事務の執

行に要する費用を除く。）のための収入の

額の合計額（第１９条の規定により保険

料を減免する場合にあっては、当該合計

額からその減免する額に相当する額を控

除した額とする。） 

イ 法第９３条、第９６条及び第９８条の

規定による負担金、法第９５条の規定に

よる調整交付金、法第１００条の規定に

よる後期高齢者交付金、法第１１７条第

１項の規定による交付金、法第１０２条

及び第１０３条の規定による補助金その

他後期高齢者医療に要する費用（後期高

齢者医療の事務の執行に要する費用を除

く。）のための収入の額の合計額（第１９

条の規定により保険料を減免する場合に

あっては、当該合計額からその減免する

額に相当する額を控除した額とする。） 

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 

（所得の少ない者に係る保険料の減額） （所得の少ない者に係る保険料の減額） 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 

(1)･(2) （略） (1)･(2) （略） 

(3) 当該年度の保険料の賦課期日において、

前２号の規定による減額がされない被保険

者、その属する世帯の世帯主及びその属す

る世帯の他の世帯員である被保険者につき

算定した地方税法第３１４条の２第１項に

規定する総所得金額及び山林所得金額並び

に他の所得と区分して計算される所得の金

額の合計額の当該世帯における合算額が同

条第２項に規定する金額に当該世帯に属す

る被保険者の数に２７万５千円を乗じて得

た金額を加算した金額を超えない世帯に属

する被保険者 当該年度分の保険料に係る

被保険者均等割額に１０分の５を乗じて得

た額 

(3) 当該年度の保険料の賦課期日において、

前２号の規定による減額がされない被保険

者、その属する世帯の世帯主及びその属す

る世帯の他の世帯員である被保険者につき

算定した地方税法第３１４条の２第１項に

規定する総所得金額及び山林所得金額並び

に他の所得と区分して計算される所得の金

額の合計額の当該世帯における合算額が同

条第２項に規定する金額に当該世帯に属す

る被保険者の数に２７万円を乗じて得た金

額を加算した金額を超えない世帯に属する

被保険者 当該年度分の保険料に係る被保

険者均等割額に１０分の５を乗じて得た額 
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(4) 当該年度の保険料の賦課期日において、

前３号の規定による減額がされない被保険

者、その属する世帯の世帯主及びその属す

る世帯の他の世帯員である被保険者につき

算定した地方税法第３１４条の２第１項に

規定する総所得金額及び山林所得金額並び

に他の所得と区分して計算される所得の金

額の合計額の当該世帯における合算額が同

条第２項に規定する金額に当該世帯に属す

る被保険者の数に５０万円を乗じて得た金

額を加算した金額を超えない世帯に属する

被保険者 当該年度分の保険料に係る被保

険者均等割額に１０分の２を乗じて得た額 

(4) 当該年度の保険料の賦課期日において、

前３号の規定による減額がされない被保険

者、その属する世帯の世帯主及びその属す

る世帯の他の世帯員である被保険者につき

算定した地方税法第３１４条の２第１項に

規定する総所得金額及び山林所得金額並び

に他の所得と区分して計算される所得の金

額の合計額の当該世帯における合算額が同

条第２項に規定する金額に当該世帯に属す

る被保険者の数に４９万円を乗じて得た金

額を加算した金額を超えない世帯に属する

被保険者 当該年度分の保険料に係る被保

険者均等割額に１０分の２を乗じて得た額 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（被扶養者であった被保険者に係る保険料の

減額） 

（被扶養者であった被保険者に係る保険料の

減額） 

第１６条 被扶養者であった被保険者（前条第１

項第１号から第３号まで及び第２項の規定に

よる保険料の減額がされない被保険者に限

る。）について、法第５２条各号のいずれかに

該当するに至った日の属する月以後２年を経

過する月までの間に限り、当該被扶養者であっ

た被保険者に対して賦課する被保険者均等割

額は、当該年度分の保険料に係る被保険者均等

割額から当該被保険者均等割額に１０分の５

を乗じて得た額を控除した額とする。 

第１６条 被扶養者であった被保険者（前条第１

項第１号から第３号までの規定による保険料

の減額がされない被保険者に限る。）に対して

課する被保険者均等割額は、法第５２条各号の

いずれかに該当するに至った日の属する月以

後２年を経過する月までの間に限り、当該年度

分の保険料に係る被保険者均等割額から当該

被保険者均等割額に１０分の５を乗じて得た

額を控除した額とする。 

２ （略） ２ （略） 

第１７条～第２０条 （略） 第１７条～第２０条 （略） 

（保険料の納付） （保険料の納付） 

第２１条 保険料は、第５条から第１９条までの

規定に基づき当該市町村に住所を有する被保

険者及び法第５５条又は第５５条の２の規定

の適用を受ける被保険者に対して賦課した保

険料の額を当該被保険者又は連帯納付義務者

から市町村が徴収し、その徴収した額を広域連

合に納付するものとする。 

第２１条 保険料は、第５条から第１９条までの

規定に基づき被保険者に対して課した保険料

の額を当該被保険者又は連帯納付義務者から

当該被保険者が住所を有する市町村が徴収し、

その徴収した額を広域連合に納付するものと

する。 

（市町村が徴収すべき保険料の額） （市町村が徴収すべき保険料の額） 

第２２条 市町村は、当該市町村に住所を有する

被保険者及び法第５５条又は第５５条の２の

規定の適用を受ける被保険者から保険料を徴

収する。 

第２２条 市町村は、当該市町村に住所を有する

被保険者及び法第５５条の規定の適用を受け

る被保険者から保険料を徴収する。 

２～５ （略） ２～５ （略） 

第２３条～第２９条 （略） 第２３条～第２９条 （略） 

   附 則    附 則 

第１条 （略） 第１条 （略） 

（公的年金等所得に係る保険料の減額賦課の

特例） 

（公的年金等所得に係る保険料の減額賦課の

特例） 

第２条 当分の間、被保険者、その属する世帯の

世帯主又はその属する世帯の他の世帯員であ

第２条 当分の間、被保険者、その属する世帯の

世帯主又はその属する世帯の他の世帯員であ
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る被保険者であって前年中に所得税法第３５

条第３項に規定する公的年金等に係る所得に

ついて同条第４項に規定する公的年金等控除

額（年齢６５歳以上である者に係るものに限

る。）の控除を受けたものについては、第１５

条第１項第１号中「総所得金額」とあるのは「総

所得金額（所得税法（昭和４０年法律第３３号）

第３５条第３項に規定する公的年金等に係る

所得については、同条第２項第１号の規定によ

って計算した金額から１５万円を控除した金

額）」と、同項第３号及び第４号中「総所得金

額」とあるのは「総所得金額（所得税法第３５

条第３項に規定する公的年金等に係る所得に

ついては、同条第２項第１号の規定によって計

算した金額から１５万円を控除した金額）」と、

「同条第２項」とあるのは「地方税法第３１４

条の２第２項」と、同条第２項中「所得税法（昭

和４０年法律第３３号）」とあるのは「所得税

法」とする。 

る被保険者であって前年中に所得税法第３５

条第３項に規定する公的年金等に係る所得に

ついて同条第４項に規定する公的年金等控除

額（年齢６５歳以上である者に係るものに限

る。）の控除を受けたものに係る第１５条の規

定の適用については、同条第２項第１号中「総

所得金額」とあるのは「総所得金額（所得税法

（昭和４０年法律第３３号）第３５条第３項に

規定する公的年金等に係る所得については、同

条第２項第１号の規定によって計算した金額

から１５万円を控除した金額）」と、同項第３

号及び第４号中「総所得金額」とあるのは「総

所得金額（所得税法第３５条第３項に規定する

公的年金等に係る所得については、同条第２項

第１号の規定によって計算した金額から１５

万円を控除した金額）」と、同条第３項中「所

得税法（昭和４０年法律第３３号）」とあるの

は「所得税法」とする。 

 （平成２０年度及び平成２１年度における保

険料の賦課総額の算定の特例） 

（削る） 第３条 平成２０年度及び平成２１年度におけ

る保険料の賦課総額の算定に係る第１３条の

規定の適用については、同条中「第１５条又は

第１６条」とあるのは「第１５条若しくは第１

６条又は附則第４条若しくは附則第６条から

附則第８条まで」とする。 

 （平成２０年度における被扶養者であった被

保険者に係る保険料の賦課の特例） 

（削る） 第４条 平成２０年度において、被扶養者であっ

た被保険者に対して課する被保険者均等割額

は、第１５条及び第１６条の規定にかかわら

ず、当該年度分の保険料に係る被保険者均等割

額から当該被保険者均等割額に２０分の１９

を乗じて得た額を控除した額とする。 

（削る） ２ 平成２０年度において、保険料の賦課期日後

に被保険者の資格を取得又は喪失した被扶養

者であった被保険者に対して課する被保険者

均等割額は、第１５条及び第１６条の規定にか

かわらず、前項の規定により算定した被保険者

均等割額から当該被保険者均等割額を６で除

して得た額に６から平成２０年１０月から平

成２１年３月までの間において被保険者資格

を有する月数（当該被扶養者であった被保険者

が資格を取得した日の属する月を含み、当該被

扶養者であった被保険者が資格を喪失した日

の属する月を除く。）を控除した数を乗じて得

た額を控除した額とする。ただし、平成２０年
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１０月３１日までの間に資格を喪失した被扶

養者であった被保険者に対して課する被保険

者均等割額は、零円とする。 

（削る） ３ 前２項の規定により算定した控除する額に

１円未満の端数があるときは、これを切り上げ

る。 

 （平成２０年度における市町村が徴収すべき

保険料の額の特例） 

（削る） 第５条 平成２０年度における市町村が徴収す

べき被扶養者であった被保険者に係る保険料

の額に係る第２２条の規定の適用については、

同条第２項中「属する月」とあるのは、「属す

る月（当該月が平成２０年９月以前の場合は、

平成２０年１０月とする。）」と、同条第４項中

「算定は、」とあるのは「算定は、平成２０年

１０月から」と、「ときは、」とあるのは「とき

は、平成２０年１０月から」とする。 

 （平成２０年度における所得の少ない者に係

る所得割額の減額） 

（削る） 第６条 平成２０年度における保険料の算定の

基礎に用いる基礎控除後の総所得金額等が５

８万円を超えない被保険者に対して賦課する

所得割額は、当該被保険者につき第６条及び第

９条の規定により算定した額から当該額に２

分の１を乗じて得た額（１円未満の端数がある

ときは、これを切り上げた額）を控除して得た

額とする。 

 （平成２０年度における所得の少ない者に係

る被保険者均等割額の特例） 

（削る） 第７条 平成２０年度において、第１５条第２項

第１号及び第２号に規定する被保険者（被扶養

者であった被保険者を除く。）に対して賦課す

る被保険者均等割額は、第１０条及び第１５条

の規定にかかわらず、７，５００円とする。 

 （平成２１年度における被扶養者であった被

保険者に係る保険料の賦課の特例） 

（削る） 第８条 平成２１年度において、被扶養者であっ

た被保険者に対して課する被保険者均等割額

は、第１５条及び第１６条の規定にかかわら

ず、当該年度分の保険料に係る被保険者均等割

額から当該被保険者均等割額に１０分の９を

乗じて得た額を控除した額とする。 

（削る） ２ 前項の規定により算定した控除する額に１

円未満の端数があるときは、これを切り上げ

る。 

 （平成２１年度における所得の少ない者に係

る保険料の賦課額の特例） 
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（削る） 第９条 平成２１年度における所得の少ない者

に係る保険料の減額について第１５条第２項

第１号の規定を適用する場合においては、同号

中「１０分の７」とあるのは、「２０分の１７」

とする。 

（削る） ２ 前項の規定は、平成２１年度における所得の

少ない者に係る保険料の減額について第１５

条第２項第２号の規定を適用する場合におい

ては、適用しない。 

 （平成２２年度における特定期間における保

険料の賦課総額の算定の特例） 

（削る） 第１０条 平成２２年度における保険料の賦課

総額の算定について第１３条の規定を適用す

る場合においては、同条中「第１５条又は第１

６条」とあるのは「第１５条若しくは第１６条

又は附則第１１条若しくは附則第１２条」とす

る。 

 （平成２２年度における被扶養者であった被

保険者に係る保険料の賦課の特例） 

（削る） 第１１条 平成２２年度における被扶養者であ

った被保険者に係る保険料の減額について第

１６条の規定を適用する場合においては、同条

第１項中「被保険者（前条第２項第１号から第

３号までの規定による保険料の減額がされな

い被保険者に限る。）に対して課する被保険者

均等割額は、法第５２条各号のいずれかに該当

するに至った日の属する月以後２年を経過す

る月までの間に限り」とあるのは「被保険者に

対して課する被保険者均等割額は」と、「１０

分の５」とあるのは「１０分の９」とする。 

 （平成２２年度における所得の少ない者に係

る保険料の賦課額の特例） 

（削る） 第１２条 平成２２年度における所得の少ない

者に係る保険料の減額について第１５条第２

項第１号の規定を適用する場合においては、同

号中「１０分の７」とあるのは「２０分の１７」

とする。 

（削る） ２ 前項の規定は、平成２２年度における所得の

少ない者に係る保険料の減額について第１５

条第２項第２号の規定を適用する場合におい

ては、適用しない。 

 （平成２３年度における特定期間における保

険料の賦課総額の算定の特例） 

（削る） 第１３条 平成２３年度における保険料の賦課

総額の算定について第１３条の規定を適用す

る場合においては、同条中「第１５条又は第１

６条」とあるのは「第１５条若しくは第１６条
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又は附則第１４条若しくは附則第１５条」とす

る。 

 （平成２３年度における被扶養者であった被

保険者に係る保険料の賦課の特例） 

（削る） 第１４条 平成２３年度における被扶養者であ

った被保険者に係る保険料の減額について第

１６条の規定を適用する場合においては、同条

第１項中「被保険者（前条第２項第１号から第

３号までの規定による保険料の減額がされな

い被保険者に限る。）に対して課する被保険者

均等割額は、法第５２条各号のいずれかに該当

するに至った日の属する月以後２年を経過す

る月までの間に限り」とあるのは「被保険者に

対して課する被保険者均等割額は」と、「１０

分の５」とあるのは「１０分の９」とする。 

 （平成２３年度における所得の少ない者に係

る保険料の賦課額の特例） 

（削る） 第１５条 平成２３年度における所得の少ない

者に係る保険料の減額について第１５条第２

項第１号の規定を適用する場合においては、同

号中「１０分の７」とあるのは「２０分の１７」

とする。 

（削る） ２ 前項の規定は、平成２３年度における所得の

少ない者に係る保険料の減額について第１５

条第２項第２号の規定を適用する場合におい

ては、適用しない。 

 （平成２４年度における特定期間における保

険料の賦課総額の算定の特例） 

（削る） 第１６条 平成２４年度における保険料の賦課

総額の算定について第１３条の規定を適用す

る場合においては、同条中「第１５条又は第１

６条」とあるのは「第１５条若しくは第１６条

又は附則第１７条若しくは附則第１８条」とす

る。 

 （平成２４年度における被扶養者であった被

保険者に係る保険料の賦課の特例） 

（削る） 第１７条 平成２４年度における被扶養者であ

った被保険者に係る保険料の減額について第

１６条の規定を適用する場合においては、同条

第１項中「被保険者（前条第２項第１号から第

３号までの規定による保険料の減額がされな

い被保険者に限る。）に対して課する被保険者

均等割額は、法第５２条各号のいずれかに該当

するに至った日の属する月以後２年を経過す

る月までの間に限り」とあるのは「被保険者に

対して課する被保険者均等割額は」と、「１０

分の５」とあるのは「１０分の９」とする。 
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 （平成２４年度における所得の少ない者に係

る保険料の賦課額の特例） 

（削る） 第１８条 平成２４年度における所得の少ない

者に係る保険料の減額について第１５条第２

項第１号の規定を適用する場合においては、同

号中「１０分の７」とあるのは「２０分の１７」

とする。 

（削る） ２ 前項の規定は、平成２４年度における所得の

少ない者に係る保険料の減額について第１５

条第２項第２号の規定を適用する場合におい

ては、適用しない。 

 （平成２５年度における特定期間における保

険料の賦課総額の算定の特例） 

（削る） 第１９条 平成２５年度における保険料の賦課

総額の算定について第１３条の規定を適用す

る場合においては、同条中「第１５条又は第１

６条」とあるのは「第１５条若しくは第１６条

又は附則第２０条若しくは附則第２１条」とす

る。 

 （平成２５年度における被扶養者であった被

保険者に係る保険料の賦課の特例） 

（削る） 第２０条 平成２５年度における被扶養者であ

った被保険者に係る保険料の減額について第

１６条の規定を適用する場合においては、同条

第１項中「被保険者（前条第２項第１号から第

３号までの規定による保険料の減額がされな

い被保険者に限る。）に対して課する被保険者

均等割額は、法第５２条各号のいずれかに該当

するに至った日の属する月以後２年を経過す

る月までの間に限り」とあるのは「被保険者に

対して課する被保険者均等割額は」と、「１０

分の５」とあるのは「１０分の９」とする。 

 （平成２５年度における所得の少ない者に係

る保険料の賦課額の特例） 

（削る） 第２１条 平成２５年度における所得の少ない

者に係る保険料の減額について第１５条第２

項第１号の規定を適用する場合においては、同

号中「１０分の７」とあるのは「２０分の１７」

とする。 

（削る） ２ 前項の規定は、平成２５年度における所得の

少ない者に係る保険料の減額について第１５

条第２項第２号の規定を適用する場合におい

ては、適用しない。 

 （平成２６年度における特定期間における保

険料の賦課総額の算定の特例） 

（削る） 第２２条 平成２６年度における保険料の賦課

総額の算定について第１３条の規定を適用す
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る場合においては、同条中「第１５条又は第１

６条」とあるのは「第１５条若しくは第１６条

又は附則第２３条若しくは附則第２４条」とす

る。 

 （平成２６年度における被扶養者であった被

保険者に係る保険料の賦課の特例） 

（削る） 第２３条 平成２６年度における被扶養者であ

った被保険者に係る保険料の減額について第

１６条の規定を適用する場合においては、同条

第１項中「被保険者（前条第２項第１号から第

３号までの規定による保険料の減額がされな

い被保険者に限る。）に対して課する被保険者

均等割額は、法第５２条各号のいずれかに該当

するに至った日の属する月以後２年を経過す

る月までの間に限り」とあるのは「被保険者に

対して課する被保険者均等割額は」と、「１０

分の５」とあるのは「１０分の９」とする。 

 （平成２６年度における所得の少ない者に係

る保険料の賦課額の特例） 

（削る） 第２４条 平成２６年度における所得の少ない

者に係る保険料の減額について第１５条第２

項第１号の規定を適用する場合においては、同

号中「１０分の７」とあるのは「２０分の１７」

とする。 

（削る） ２ 前項の規定は、平成２６年度における所得の

少ない者に係る保険料の減額について第１５

条第２項第２号の規定を適用する場合におい

ては、適用しない。 

 （平成２７年度における特定期間における保

険料の賦課総額の算定の特例） 

（削る） 第２５条 平成２７年度における保険料の賦課

総額の算定について第１３条の規定を適用す

る場合においては、同条中「第１５条又は第１

６条」とあるのは「第１５条若しくは第１６条

又は附則第２６条若しくは附則第２７条」とす

る。 

 （平成２７年度における被扶養者であった被

保険者に係る保険料の賦課の特例） 

（削る） 第２６条 平成２７年度における被扶養者であ

った被保険者に係る保険料の減額について第

１６条の規定を適用する場合においては、同条

第１項中「被保険者（前条第２項第１号から第

３号までの規定による保険料の減額がされな

い被保険者に限る。）に対して課する被保険者

均等割額は、法第５２条各号のいずれかに該当

するに至った日の属する月以後２年を経過す

る月までの間に限り」とあるのは「被保険者に
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対して課する被保険者均等割額は」と、「１０

分の５」とあるのは「１０分の９」とする。 

 （平成２７年度における所得の少ない者に係

る保険料の賦課額の特例） 

（削る） 第２７条 平成２７年度における所得の少ない

者に係る保険料の減額について第１５条第２

項第１号の規定を適用する場合においては、同

号中「１０分の７」とあるのは「２０分の１７」

とする。 

（削る） ２ 前項の規定は、平成２７年度における所得の

少ない者に係る保険料の減額について第１５

条第２項第２号の規定を適用する場合におい

ては、適用しない。 

 （平成２８年度における特定期間における保

険料の賦課総額の算定の特例） 

（削る） 第２８条 平成２８年度における保険料の賦課

総額の算定について第１３条の規定を適用す

る場合においては、同条中「第１５条又は第１

６条」とあるのは「第１５条若しくは第１６条

又は附則第２９条若しくは附則第３０条」とす

る。 

 （平成２８年度における被扶養者であった被

保険者に係る保険料の賦課の特例） 

（削る） 第２９条 平成２８年度における被扶養者であ

った被保険者に係る保険料の減額について第

１６条の規定を適用する場合においては、同条

第１項中「被保険者（前条第２項第１号から第

３号までの規定による保険料の減額がされな

い被保険者に限る。）に対して課する被保険者

均等割額は、法第５２条各号のいずれかに該当

するに至った日の属する月以後２年を経過す

る月までの間に限り」とあるのは「被保険者に

対して課する被保険者均等割額は」と、「１０

分の５」とあるのは「１０分の９」とする。 

 （平成２８年度における所得の少ない者に係

る保険料の賦課額の特例） 

（削る） 第３０条 平成２８年度における所得の少ない

者に係る保険料の減額について第１５条第２

項第１号の規定を適用する場合においては、同

号中「１０分の７」とあるのは「２０分の１７」

とする。 

（削る） ２ 前項の規定は、平成２８年度における所得の

少ない者に係る保険料の減額について第１５

条第２項第２号の規定を適用する場合におい

ては、適用しない。 

（平成２９年度における保険料の賦課総額の

算定の特例） 

（平成２９年度における特定期間における保

険料の賦課総額の算定の特例） 

第３条 平成２９年度における保険料の賦課総 第３１条 平成２９年度における保険料の賦課
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額の算定について第１３条の規定を適用する

場合においては、同条中「第１５条又は第１６

条に規定する基準に従い」とあるのは「第１５

条若しくは第１６条又は附則第４条から第６

条までに規定する基準に従い」とする。 

総額の算定について第１３条の規定を適用す

る場合においては、同条中「第１５条又は第１

６条に規定する基準に従い」とあるのは「第１

５条若しくは第１６条又は附則第３２条から

第３４条までに規定する基準に従い」とする。 

（平成２９年度における所得の少ない者に係

る保険料の賦課額の特例） 

（平成２９年度における所得の少ない者に係

る保険料の賦課額の特例） 

第４条 （略） 第３２条 （略） 

（平成２９年度における所得の少ない者に係

る所得割額の減額の特例） 

（平成２９年度における所得の少ない者に係

る所得割額の減額の特例） 

第５条 （略） 第３３条 （略） 

（平成２９年度における被扶養者であった被

保険者に係る保険料の賦課の特例） 

（平成２９年度における被扶養者であった被

保険者に係る保険料の賦課の特例） 

第６条 平成２９年度における被扶養者であっ

た被保険者に係る保険料の減額について第１

６条の規定を適用する場合においては、同条第

１項中「被保険者（前条第１項第１号から第３

号まで及び第２項の規定による保険料の減額

がされない被保険者に限る。）について、法第

５２条各号のいずれかに該当するに至った日

の属する月以後２年を経過する月までの間に

限り、当該被扶養者であった被保険者」とある

のは「被保険者（前条第１項第１号及び第２号

並びに第２項の規定による保険料の減額がさ

れない被保険者に限る。）」と、「１０分の５」

とあるのは「１０分の７」とする。 

第３４条 平成２９年度における被扶養者であ

った被保険者に係る保険料の減額について第

１６条の規定を適用する場合においては、同条

第１項中「被保険者（前条第１項第１号から第

３号までの規定による保険料の減額がされな

い被保険者に限る。）に対して課する被保険者

均等割額は、法第５２条各号のいずれかに該当

するに至った日の属する月以後２年を経過す

る月までの間に限り」とあるのは「被保険者（前

条第１項第１号及び第２号並びに第２項の規

定による保険料の減額がされない被保険者に

限る。）に対して課する被保険者均等割額は」

と、「１０分の５」とあるのは「１０分の７」

とする。 

（平成３０年度及び平成３１年度における保

険料の賦課総額の算定の特例） 

 

第７条 平成３０年度及び平成３１年度におけ

る保険料の賦課総額の算定について第１３条

の規定を適用する場合においては、同条中「第

１５条又は第１６条に規定する基準に従い」と

あるのは「平成３０年度においては第１５条若

しくは第１６条又は附則第８条若しくは第９

条に規定する基準に従い、平成３１年度におい

ては第１５条若しくは第１６条又は附則第８

条に規定する基準に従い、」とし、「減額するも

のとした場合にあっては、」とあるのは「減額

するものとした場合にあっては、それぞれ」と

する。 

 

（平成３０年度以降の各年度における所得の

少ない者に係る保険料の賦課額の特例） 

 

第８条 平成３０年度以降の各年度における所

得の少ない者に係る保険料の減額について第

１５条第１項第１号の規定を適用する場合に

おいては、当分の間、同号中「１０分の７」と

あるのは「２０分の１７」とする。 

 

２ 前項の規定は、平成３０年度以降の各年度に  
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おける所得の少ない者に係る保険料の減額に

ついて第１５条第１項第２号の規定を適用す

る場合においては、適用しない。 

（平成３０年度における被扶養者であった被

保険者に係る保険料の賦課の特例） 

 

第９条 平成３０年度における被扶養者であっ

た被保険者に係る保険料の減額について第１

６条の規定を適用する場合においては、同条第

１項中「限る。）について、法第５２条各号の

いずれかに該当するに至った日の属する月以

後２年を経過する月までの間に限り、当該被扶

養者であった被保険者」とあるのは、「限る。）」

とする。 

 

  

 


